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Ⅰ 令和元年１１月臨時会提出議案等一覧 

                                                                            

 

（予   算） 

 １ 令和元年度茨城県一般会計補正予算（第３号） 

 

  

（報   告） 

 １ 地方自治法第179条第１項の規定に基づく専決処分について 
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Ⅱ 令和元年度１１月補正予算案の概要 

 

 

１ 基本的な考え方 

・令和元年台風第１５号及び第１９号により、本県においては数多くの人的被害や住家被害等

が生じており、県民生活や産業活動に極めて甚大な影響を及ぼしている。 

 
・このため、今回の補正予算においては、県として早急に取り組まなければならない 

①生活再建に向けた住宅修繕などの支援 
②被災された農業者や中小企業者の事業再開等に向けた支援 
③道路や河川、農地の災害復旧など、 

緊急性が高い事業を計上することとした。 
 
・今回の補正予算の財源としては、災害復旧のための国庫支出金や県債等を充当し、所要の一

般財源については、繰越金及び一般財源基金を活用した。 
 

 

２ 補正予算の規模 

 ・ 一般会計   ３５４億５９百万円  (補正後   １兆１，９１２億５５百万円) 

 ・ 特別会計        －百万円  (補正後    ５，９５２億１８百万円) 

 ・ 企業会計         －百万円  (補正後     １，１１６億６８百万円)  

    合計    ３５４億５９百万円  (補正後   １兆８，９８１億４１百万円) 

    

※補正後の一般会計予算の前年度１１月末時点予算に対する伸び率 ＋５．９％ 

 

  ○予算の比較（一般会計）                                   （百万円、％） 

区分 Ｈ３０ Ｒ元 前年度比 

当初予算 １，１１１，６８８ １，１３５，７１４ １０２．２ 

６月補正後 １，１１１，６８８ １，１３５，７６８ １０２．２ 

９月補正後 １，１２４，９７０ １，１５５，７９６ １０２．７ 

１１月補正 - ３５，４５９ 皆増 

補正後計 １，１２４，９７０ １，１９１，２５５ １０５．９ 
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３ 主な事業（全て一般会計） 
 

（単位：百万円）  

事   業 
Ｒ元年度 

１１月補正 

Ｒ元年度 

９月補正後 

１ 被災者支援   

 ①生活再建に向けた支援   

  

台風１５号・１９号に係る被災者支援等事業 

（災害救助費・災害援護資金貸付事業・被災 

者生活再建支援補助事業） 

２，３６７ １５７ 

  被災住宅復旧緊急支援事業 ２０５ － 

 ②農業者への支援   

  被災農業者向け経営体育成支援事業 ３，０９９ － 

  被災農家営農再開緊急対策事業 ５８ － 

 ③中小企業者への支援   

  中小企業融資資金貸付金 ３，０００ ５０，５２２ 

   中小企業信用保証料助成 ５９ ３３０ 

  緊急対策融資利子補給 ３ １６ 

   被災中小企業復興支援事業 １０，９１７ － 

 ④その他   

  台風被害観光支援事業 １００ － 

   観光プロモーション事業 ２０ － 

  社会福祉施設等災害復旧事業 ２２４ － 

２ 災害復旧事業等    

 国補公共事業 １２，２２７ １１２，４７２ 

 県単公共事業 ２，３１９ ２５，１４３ 

 その他県有施設の災害復旧事業 ４６０ － 
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防災・危機管理部防災・危機管理課

総務・危機管理Ｇ（029-301-2879）

台風15号及び19号に係る災害の発生に伴う被害に対し，仮設住宅の設置や被災住宅の
修理等，被災者の生活再建に向けた支援を行います。

【Ｒ1.11月補正予算額 2,367百万円】

台風15号・19号に係る被災者支援等事業

○災害救助費（1,991百万円）

台風19号により「災害救助法」が適用された30市
町が行う応急的に必要な救助業務

（住宅応急修理）1,043百万円
＜限度額＞大規模半壊，半壊 595千円/世帯

一部損壊(準半壊) 300千円/世帯

（応急仮設住宅） 602百万円
（避難所設置等） 346百万円
○災害援護資金貸付事業（216百万円）

台風19号による被災者への資金の貸付け

・実施主体：県内全市町村
・対 象 者：負傷又は住居･家財に被害を受け

た世帯主
・貸付限度額：350万円
・申請期限：令和2年1月31日

○被災者生活再建支援補助事業（160百万円）

「被災者生活再建支援法」の支援対象とならない住宅半壊
世帯に対する支援金の支給

・支給額等：25万円/世帯（県1/2・市町村1/2）
＜支援イメージ＞

※県内全市町村に「被災者生活再建支援法」が適用され,全壊・
大規模半壊世帯は，(公財）都道府県センターが支援

被災者生活再建支援法による支援

加算支援金 建設購入 補修 賃貸
(公営住宅除く)

200万円 100万円 50万円

半壊

25万円

基礎支援金 全壊 解体
(大規模半壊・半壊)

大規模半壊

100万円 100万円 50万円

県独自支援

※台風15号により被災された方々につきましては，別途，国の
交付金制度と連携した住宅の復旧支援があります。

土木部都市局住宅課民間住宅・住宅指導Ｇ（029-301-4759）

・補 助 先：市町村

・補助対象：半壊及び一部損壊の住宅の

復旧工事費

(屋根改修や構造部材の補修

など，日常生活に最低限

必要な工事)

・補 助 率：復旧工事費の1/5

(上限50万円/戸)

・負担割合：県8/10，市町村2/10

（国交付金対象は国5/10，県3/10，市町村2/10）

台風15号により被災された方々の生活の安定を図るため，被災された住宅の復旧に対
し，国の交付金による制度と協調して支援を行います。

【Ｒ1.11月補正予算額 205百万円】

被災住宅復旧緊急支援事業

≪被災者生活再建支援制度との関係≫

(建設・購入）

最大300万円

(補修)

最大150万円

25万円

最大
300万円

最大
150万円

最大
75万円

最大
50万円

被災者生活再建支援法

（県独自）
被災者生活再建支援補助制度

合計

最大50万円

一部損壊

本制度

全壊 大規模半壊 半壊

-4-



農林水産部農業経営課団体・金融Ｇ（029-301-3862）
農林水産部産地振興課農産振興Ｇ（029-301-3921）

１ 被災農業者向け経営体育成支援事業（3,099百万円）
・事業内容：国の「強い農業・担い手づくり総合支援交付金（被災農業者支援型）」を

活用し，被災農業者に補助を実施
・事業主体：市町村
・補助対象：①パイプハウス等の農業用施設の再建・修繕に係る費用

②トラクター等の農業用機械・畜舎等の取得・再建・修繕に係る費用
③パイプハウス等の農業用施設の撤去に係る経費

・補 助 率：①，②再建・修繕等：4/10以内（国3/10，県0.5/10，市町村0.5/10）
③撤去 ：6/10以内（国3/10，県1.5/10，市町村1.5/10）
※②は，台風19号のみ9/10以内（国5/10，県 2/10，市町村 2/10）

２ 被災農家営農再開緊急対策事業（58百万円）
・事業内容：保管中の米が水没した農家の営農再開を支援
・事業主体：市町村
・補助対象：営農再開に係る経費（土づくり，肥料，農薬等）
・補 助 率：国1/2，県1/4，市町村1/4（上限7万円/10a）

台風15号及び19号により被災した農業用施設・機械の復旧や収穫後倉庫に保管してい
た米の浸水被害について，農業者の経営の維持と速やかな営農再開を支援します。

【Ｒ1.11月補正予算額 3,157百万円】

被災農業者向け経営体育成支援事業／被災農家営農再開緊急対策事業

産業戦略部産業政策課金融Ｇ（029-301-3530）

被災した中小企業の負担軽減のため，災害対策融資の特例措置を適用するとともに，
信用保証料補助や利子補給を実施します。

【Ｒ1.11月補正予算額 3,062百万円】

中小企業融資資金貸付金／中小企業信用保証料助成／緊急対策融資利子補給

災害対策融資（台風15号・19号災害特例）
3,000百万円

信用保証料補助 59百万円

利子補給（3年間） 3百万円

：9,000百万円
：ア 直接被害（台風15号・19号）

市町村長の罹災証明等を受けた者
イ 間接被害（台風19号）

災害救助法適用地域で事業を営み，
被災後，売上高等の減少(20％以上)
について市町村長の認定を受けた者

：設備・運転・併用8,000万円
：設備13年以内（据置3年以内）

運転・併用10年以内(据置2年以内)
：年1.2～1.6％ ※1,000万円以内3年間0.6％

ア 直接被害(県1/2:市町村1/2)
年0.25～1.7％→0％

イ 間接被害(県1/2:市町村1/2)
年0.7％→0.35％

融資額1,000万円以内
10/10補給(県1/2:市町村1/2)

融資額1,000万円超
ア 直接被害

10/10補給(県2/3:市町村1/3)
イ 間接被害

1/2補給(県2/3:市町村1/3)

新規融資枠
融資対象者

融資限度額
融 資 期 間

融 資 利 率
※なお，右記の信用保証料補助及び利子補給を活用可
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産業戦略部技術革新課技術革新支援Ｇ（029-301-3579）

・補 助 先：風水害により事業の用に供する施設・機械設備
等に被害を受けた県内の中小企業で，市町村長
から罹災証明等の交付を受けた者

・補助対象：被災額の範囲内で，事業の再開・継続に必要な
施設・機械設備等の整備に必要な経費

・補 助 率：3/4（国1/2，県1/4）

台風15号及び19号に伴う風水害により，被害を受けた中小企業に対して，国の制度を
活用し，事業の再開・継続に必要な経費の一部を補助します。

【Ｒ1.11月補正予算額 10,917百万円】

被災中小企業復興支援事業

県 中小企業

補助

国

補助

※今後，国の補助制度における予算規模・各都道府県への配分や，制度設計の詳細等を
踏まえ，当該補助金を活用し迅速かつきめ細やかに対応

営業戦略部観光物産課宣伝誘客Ｇ（029-301-3622）
営業戦略部プロモーション戦略チーム
プロモーションＧ（029-301-2123）

１ 台風被害観光支援事業（100百万円）
被災地イメージの払拭に取り組む旅行業者や交通事業者等に補助を実施
・補 助 先：①被災地域に一泊以上する旅行者に対し宿泊料を割り引いた旅行業者等

②観光のために代替交通手段を用意し，正規運賃より割り引きを行った
交通事業者等

・補助基準額：①最大5千円（1泊当たり）
②正規運賃との差額

２ 観光プロモーション事業（20百万円）
インターネット広告等を活用したＰＲ
・主要ポータルサイト等（Yahoo!等）に，本県の広告を掲出
・被害が大きかった地域を中心とした観光地や特産物のＰＲ動画を作成・配信

台風15号及び19号により，大きな被害を受けた被災地のイメージを払拭し，誘客を図
るため，旅行業者等への支援や首都圏などへの観光プロモーションを実施します。

【Ｒ1.11月補正予算額 120百万円】

台風被害観光支援事業／観光プロモーション事業

画像はイメージ画像
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保健福祉部障害福祉課自立支援Ｇ（029-301-3363）
同 長寿福祉推進課介護保険指導・監査Ｇ（029-301-3343）
同 子ども政策局少子化対策課企画･結婚支援Ｇ(029-301-3261)
同 子ども政策局子ども未来課保育Ｇ（029-301-3252）

○ 高齢者福祉施設等
・箇 所 数：33箇所
・補 助 率：①介護老人保健施設等

（国1/2，県1/4，設置者1/4）
②老人福祉センター

（国1/3，県1/3，設置者1/3）
・補助金額：184百万円

○ 児童福祉施設等
・箇 所 数：34箇所
・補 助 率：国1/2，県1/4，設置者1/4
・補助金額：23百万円

被災した社会福祉施設等に対し，災害復旧事業に要する費用の一部を助成することに
より，災害からの速やかな復旧を図り，施設入所者等の福祉を確保します。

【Ｒ1.11月補正予算額 224百万円】

社会福祉施設等災害復旧事業

○ 障害福祉施設等
・箇 所 数：4箇所
・補 助 率：国1/2，県1/4，設置者1/4
・補助金額：10百万円

○ 児童厚生施設等
・箇 所 数：7箇所
・補 助 率：国1/3，県1/3，設置者1/3
・補助金額：7百万円

土木部監理課予算Ｇ（029-301-4329），農林水産部農業政策課総務Ｇ（029-301-3817）

１ 公共事業
(1)  国補公共事業

○災害復旧事業
道路の路面復旧や河川の堤防・護岸の復旧，港湾の防波堤復旧，漁港の浚渫，
農地の堆積土砂撤去，土地改良施設の復旧 など

・事業箇所：道路24箇所，河川154箇所，土地改良1,734箇所等
○災害関連河川改修事業

災害復旧事業と併せて実施する防災機能の強化・向上のための改良
・事業箇所：里川

○災害関連緊急治山事業
山腹崩壊・渓流浸食等の土砂災害発生箇所の治山ダム工事等

・事業箇所：北茨城市関本町ほか2箇所
○災害関連漂着流木等処理対策事業

海岸に漂着した流木・ごみ等の撤去・処理
・事業箇所：鉾田海岸，鹿嶋海岸ほか3箇所

(2) 県単公共事業
○災害復旧事業

道路・河川の応急復旧や小規模な復旧工事
・事業箇所：国道123号，山方常陸大宮線，緒川ほか253箇所

災害復旧事業等

14,546百万円
12,227百万円
11,120百万円

520百万円

237百万円

350百万円

2,319百万円
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総務部管財課施設管理Ｇ（029-301-2387），教育庁総務企画部財務課施設Ｇ（029-301-5173），

警察本部（029-301-0110）会計課（内線2211）

２ 被災した県有施設の復旧
○合同庁舎災害復旧事業

・対象施設：大子合同庁舎（台風19号）

○県立学校施設災害復旧事業
・対象施設：鬼怒商業高校（台風19号）

○県立学校校地等災害復旧事業
・対象施設：水海道第二高校，大子清流高校のグラウンド等（台風19号）

○警察施設災害復旧事業
・対象施設：筑西警察署庁舎，神之池交番（台風15号）

鉄道警察隊庁舎，職員住宅（台風19号）

災害復旧事業等

460百万円
34百万円

157百万円

75百万円

17百万円

浸水直後の
大子合同庁舎ロビー

浸水した鬼怒商業高校
普通教室棟
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３８６，４５２  －  ３８６，４５２  

地 方 消 費 税 清 算 金 １１３，０００  －  １１３，０００  

地 方 譲 与 税 ５１，８２４  －  ５１，８２４  

地 方 特 例 交 付 金 ３，８９１  －  ３，８９１  

地 方 交 付 税 １８６，４０５  －  １８６，４０５  

交通安全対策特別交付金 ７８９  －  ７８９  

分 担 金 及 び 負 担 金 ９，０１３  ４  ９，０１７  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，８２８  －  １７，８２８  

国 庫 支 出 金 １４０，５３９  １９，５７１  １６０，１１０  

財 産 収 入 １，９５９  －  １，９５９  

寄 附 金 １３８  －  １３８  

繰 入 金 ２６，１２５  ５，２８８  ３１，４１３  

繰 越 金 ６，０６０  ８７０  ６，９３０  

諸 収 入 ８５，４７９  ３，０００  ８８，４７９  

県 債 １２６，２９４  ６，７２６  １３３，０２０  

計 １，１５５，７９６  ３５，４５９  １，１９１，２５５  
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出） 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６９２  －  １，６９２  

総 務 費 ３８，３９６  １７８  ３８，５７４  

企 画 開 発 費 １１，２８６  －  １１，２８６  

生 活 環 境 費 １１，１６０  ２，４１８  １３，５７８  

保 健 福 祉 費 ２１２，２７７  １２  ２１２，２８９  

労 働 費 ２，７９９  －  ２，７９９  

農 林 水 産 業 費 ４５，１４８  ３，４４５  ４８，５９３  

商 工 費 ８２，１５１  １４，０７９  ９６，２３０  

土 木 費 １３１，５９１  １，０７５  １３２，６６６  

警 察 費 ６２，１５５  １７６  ６２，３３１  

教 育 費 ２７４，８７４  ３  ２７４，８７７  

災 害 復 旧 費 ８１６  １４，０７３  １４，８８９  

公 債 費 １４７，５１５  －  １４７，５１５  

諸 支 出 金 １３３，６３６  －  １３３，６３６  

予 備 費 ３００  －  ３００  

計 １，１５５，７９６  ３５，４５９  １，１９１，２５５  
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Ⅲ 債務負担行為一覧 
 

［一般会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

災 害 対 策 融 資 

損 失 補 償 

 災害対策融資制度及び小規模企業支援融資

制度に基づき，茨城県信用保証協会が保証し

た債務によって損失が生じたときは，県がそ

の損失を補償する旨の契約を当該協会と締結

する。 

自 令和元年度 

至 令和19年度 
126,000千円 

災 害 対 策 融 資 

利 子 補 給 

市町村が災害対策融資を利用する中小企業

者に対し，利子補給したときは，県は市町村 

に対し利子補給した額の一部を補助する。 

自 令和2年度 

至 令和5年度 
143,264千円 
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Ⅳ 報告事項 

 

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの 

事 項（専決処分年月日） 内    容 

（林政課） 

 和解について 

（令和元年 11 月５日専決処分） 

 

 交通事故について，和解しよう

とするものである。 

 

 

 

 

                           

和解の概要 

 

(1)事故発生日時 令和元年６月 18 日（火）午前 10 時 17 分頃 

(2)事故発生場所  鹿嶋市大字大船津 522 番地２地先県道上 

         （県道須賀北埠頭線） 

(3)事故概要 

小型貨物自動車で出張途中，県道上で相手車両の進路を 

  妨げたため，相手車両が工作物に衝突した事故（林業技術  

  センター所属） 

(4)損害賠償額 731,522 円 

（全額，あいおいニッセイ同和損害保険株式会社からの支払） 
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